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Ⅰ．はじめに

　発達障害のある子どもは，早期から発達段階に応
じた一貫した支援を行っていくことが重要であり，
早期発見・早期支援の対応の必要性はきわめて高い。
この早期発見・早期支援を具現化することについて
は，発達障害者支援法においても国の責務として明
記されている。
　乳幼児期は，ことばの発達をはじめとしたコミュ
ニケーション能力，対人関係や社会性の育ち，様々
な認知機能の習得等，学校における学習や集団生
活，その後の自立や社会参加の基盤を形成する時期
である。この時期に適切な支援を受けられないと，
就学後の学習面や生活面に様々な困難を抱えること
が多くなり，また情緒不安や不適応行動等の二次障
害が生じてしまうこともある。このように発達障害
のある子どもへの早期からの総合的な支援システム

を構築することの重要性は高いが，その障害特性に
起因する課題も多い。現状の主な課題として，以下
のようなものが挙げられる。
①�診断は早期であればあるほど不確実性が高く，乳

幼児期では発達障害の可能性はあるが確定診断が
つきにくい子どもの割合が多い。

②�保健師や保育の担当者等が発達障害の可能性に気
づいても，適切に判断することは難しい。

③�年少であればあるほど保護者にとっては，障害の
受容が困難な時期でもある。

④�母子保健から始まり，福祉，医療，教育等の関係
機関それぞれが断片的な支援になっており，発達
段階に応じた生涯にわたる支援になっていない。

⑤�幼稚園，保育所における障害のある子どもへの支
援内容や支援体制，幼稚園，保育所に対する専門
家や専門機関によるサポート体制が十分に整備さ
れていない。

⑥�各地方公共団体が整備している社会資源は様々で
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　要旨：わが国の１歳６か月児，３歳（３歳６か月）児健診は，受診率も高く，健診内容や調査票等を見直
すことで，発達障害のある子どものスクリーニングの場として有効に機能すると考えられる。しかし，早
期発見の精度を上げるだけでなく，早期支援を充実させるためには，専門機関の体制整備が重要である。ま
た，就学後にも支援が継続するためには，３歳〜５歳前後の間に気づきや発見，支援するシステムも検討す
る必要がある。幼稚園，保育所においては，配慮の必要な子どもが多く気づかれていることから，気づきを
支援につなげる相談体制や支援体制が求められるが，現状の母子保健や福祉部局では十分に対応できていな
い。教育機関であることばの教室や特別支援学校において，発達障害と思われる乳幼児の子どもへの支援は
かなり行われており，保健・福祉等の機関との連携が重要である。子どもへの支援とともに保護者への支援
も大切であり，出産前からの情報提供や相談体制，情報を共有化するツール等の整備が急がれる。
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あり，地域による較差も大きい。
　本稿では，わが国における発達障害のある子ども
への早期発見・早期支援の現状と課題について，近
年，国立特別支援教育総合研究所が行った関連する
４つの調査「乳幼児健康診査における発達障害児の
発見・支援に関する調査」「幼稚園・保育所におけ
る個別的な配慮等を要する幼児の発見・支援に関す
る調査」「ことばの教室等における幼児の支援・指
導に関する調査」「特別支援学校における乳幼児期
の子どもの支援に関する調査」の結果から，発達障
害のある子どもへの早期発見・早期支援に関するシ
ステムの構築のための今後の在り方について考察する。

Ⅱ．乳幼児健康診査における発達障害児の
　　発見・支援に関する調査

１．調査の概要
　本調査は，平成�7・�8年度国立特別支援教育総合
研究所教育相談部調査研究「乳幼児期からの一貫し
た軽度発達障害者支援体制の構築に関する研究－乳
幼児期における発見・支援システムの実態調査を中
心に－」（研究代表者後上鐵夫）において実施され
たものである。
　１歳６か月健康診査及び３歳（３歳６か月）健康
診査において，発達障害やそのリスクのある乳幼児
の発見・支援について実態を調査することで，発達
障害に対する一貫した支援体制，特に乳幼児期を中
心とした支援体制を構築するための基礎資料を得る
ことを目的としている。
２．調査対象と手続き
　調査対象は，都道府県ごとに人口規模により，

５万人，�0万人，20〜30万人，�0万人以上の市を無
作為に抽出した計�68市。保健センター等の母子保
健担当の保健師に質問紙を郵送し実施。調査時期は
2006年２〜３月。

３．調査内容
　調査項目は，①健診の時期と体制，②保健師，心
理職などの人数，③健診実績，④ことばや精神発達
などの調査や検査，⑤個別の心理（発達）相談，⑥
心理・発達面のリスク児の処遇，⑦発達障害やその
リスク児の処遇，⑧他機関との連携，⑨健診の在り
方などである。

４．主な結果
（1）回収率は79.2％。
（2）健診の受診率
　１歳６か月児健診が95.2％，３歳（３歳６か月）
児健診が92.�％といずれも高く，ほとんどの地域で
集団健診の体制で行われていた。発達障害やそのリ
スクのある乳幼児の発見の場として有効であると考
えられる。
（3）保健師，心理職の配置
　常勤の保健師の配置人数は，５万人の市が2.0人，
�0万人の市が�.6人，20〜30万人の市が0.8人，�0万
人以上の市が�.8人で人口比に対応してはいなかっ
た。また，常勤の心理職が配置されているのは�2市

（9.0％），非常勤の心理職が79市（59.�％）であった。
全体に専門職の配置人数は少なかった。
（4）健康審査票の項目
　予診で行われる健康診査票の項目について表１に
示す。１歳６か月児健診では，ことばの発達（「表

出言語」「理解言語」「指さし」）に関する
内容は90％前後の市で調べていたが，人と
のかかわり（「母親への愛着行動」「呼名へ
の反応」「周囲の人や他児への関心」）に関
する内容は，ことばの発達に関する内容よ
りも低率で，「母親への愛着行動」は65％
であった。３歳（３歳６か月）児健診では，
ADHDや自閉症の特徴である「多動」「注
意集中」「目つき」「音への反応」につい
ては68〜83％，「特定のものへのこだわり」

表１　発達障害に関する「健康診査票」の項目
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は�7％であった。発達障害を想定した項目にはばら
つきがあり，スクリーニングの機会とするためには
項目の検討が必要になる。
（5）心理（発達）の個別相談
　心理（発達）の個別相談を70％の市が設定してい
た。個別相談の主訴の内容は，言語発達に関する
相談が約90％，行動・性格・習癖に関する相談が
約80％と多く，対人・社会性に関する相談は，１歳
６か月児健診で32％，３歳（３歳６か月）児健診で
6�％と年齢が上がるにつれ増えていた。言語発達は
個別相談の必要性の目安にはなるが，行動面や対
人・社会性の面など個別相談につなげる判断の基準
等が必要になる（表２）。
（6）心理・発達面のリスク児の処遇
　集団検診で心理・発達面のリスクが疑われフォ
ローを必要とする子どもの処遇を表３に示す。電話
相談と家庭訪問が１歳６か月児健診と３歳（３歳
６か月）児健診いずれも，90％を超えており，専門
機関の紹介（85％，89％），個別相談（75％，73％）
と続いた。１歳６か月健診では集団指導（8�％）も

多かった。経過検診への紹介は少なかった（39％，
37％）。
（7）集団指導の対象
　集団指導の対象となっている子どもは，１歳６か
月児検診及び３歳（３歳６か月）児健診とも，動き
が多く落ち着きのなさが気になる子ども，言語発達
や精神発達の遅れのある子ども，母子関係など対人
関係が気になる子どもの順で多く，それぞれ90％台
であった。次いで，特に遅れというほどではないが
気になる子ども，親指導を必要とする子どもが80％
台，遊び場や遊び仲間が不足している子どもが30％
台後半であった。発達障害のリスクのある子どもを
多く含むことが推測されることから，対人関係や社
会性を支援する集団指導の充実が求められる。

Ⅲ．幼稚園・保育所における個別的な配慮
　　等を要する幼児の発見・支援に関する
　　調査

１．調査の概要
　本調査は，平成�7・�8年度国立特別支援教育総合
研究所教育相談部調査研究「乳幼児期からの一貫し
た軽度発達障害者支援体制の構築に関する研究－乳
幼児期における発見・支援システムの実態調査を中
心に－」（研究代表者後上鐵夫）において実施され
たものである。
　幼稚園，保育所における発達障害のある幼児の在
籍状況や状態像，気づいた時期や人，保育に伴う配
慮や工夫について実態を調査することにより，幼児
期における発達障害の発見・支援に関する基礎資料
を得ることを目的としている。

２．調査対象と手続き
　「特別支援教育体制推進モデル事業」の指定地域
など�2の市の幼稚園，保育所を対象に，�82幼稚園
と2��保育所に調査用紙を郵送し実施。調査時期は
2006年２〜３月。

３．調査内容
　調査項目は，①個別的な配慮・支援・工夫を必要
としている乳幼児（以下，配慮児と記す）の在籍状

表３　フォローを必要とする子どもの処遇

表２　個別の心理（発達）相談の内容
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況，②配慮児の状態像，配慮児に気づいた時期及び
人，③配慮児の保育に伴う工夫について，④配慮児
の保育に伴う関係機関との連携，⑤生育歴などの聴
取，⑥職員の研修，⑦保育の在り方などである。

４．主な結果
（1）回収率は，幼稚園54.4％，保育所52.3％。
（2）配慮児の在籍状況
　配慮児が在籍している幼稚園は79園（79.8％），
保育所は93か所（83.0％）であった。幼稚園，保育
所の配慮児等の在籍状況を表４，表５に示す。幼稚
園では３歳児・４歳児クラス，保育所では２歳児・
３歳児クラスの年齢段階で，発達障害あるいはその
疑いがあると診断されている子どもの人数が多かっ
た。幼稚園では５歳児クラス，保育所では４歳児ク
ラスの年齢段階で新たに診断される子どもは少な
かった。保育所では５歳児クラスの年齢段階で再び
増加していた。比較的早い時期に乳幼児健診や専門
機関による相談等により指摘されていたことが推測
される。
（3）配慮児の状態像
　配慮児の状態像については，自閉症，ADHD等
のある幼児が示す状態について項目を挙げ調べた。

ここでは，子どもの年齢幅の大きい保育所の調査を
取り上げ，表６に示す。
　状態像の現れ方は年齢によっても異なるが，子ど
もの状態像を多い順に記すと，③「人と係わるこ
とが苦手」302人，④「動きが多く落ち着きがない」
299人，②「集団行動ができない」260人，⑥「こだ
わりが強い」238人，①「指示に従わない」236人が
多かった。これらの状態像に比べて，⑦「ある面で
年齢相応以上の知識がある」82人，⑤「高い所に上
がることが好き」65人と少なかった。この傾向は幼
稚園調査でもほぼ同様であった。
（4）配慮児に気づいた時期と人
　保育所において配慮児に気づいた時期の内訳は，
入所前が�8�人，保育中が��6人，乳幼児健診や就
学時健診，他機関の利用時が50人，その他が�7人
であった。保育中に気づいた��6人についての年齢
別内訳は，０歳児3�人，１歳児9�人，２歳児�2�人，
３歳児�22人，４歳児6�人，５歳児��人で，１〜３
歳児保育時までに多くの子どもが気づかれていた。
また，幼稚園では，入園前に既に保護者が子どもに
障害のあることがわかっていて，願書受付時や保護
者面接時に保護者から子どもの障害について話が
あった上で入園している場合が多かった。

表５　保育所に在籍する配慮児などの人数　(n=93)

表４　幼稚園に在籍する配慮児などの人数　(n=79)
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　配慮児に気づいた人は，保護者が��2人，保育所
関係者が66�人，乳幼児健診や他機関のスタッフが
��6人，その他が��人であり，保護者よりも保育所
関係者の方が多かった。集団の場面で観察すること
で気づかれていることがわかる。
（5）配慮児の保育に伴う配慮・支援・工夫
　幼稚園や保育所で行った対応を表７に示す。最も
多く行われていた対応は，①「担任による細かな配
慮」や③「全職員で配慮する保育体制」であった。

④「医師などの専門家との連携」，⑤「専門機関と
の連携」，⑥「保護者への指導・支援」，⑪「自治体
などの巡回相談の活用」などは幼稚園よりも保育所
で多く行われていた。

Ⅳ．ことばの教室等における幼児の支援・
　　指導に関する調査

１．調査の概要

表６　配慮児の状態像（保育所調査）　(n=93)

表７　幼稚園・保育所で行った対応 
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　本調査は，難聴・言語障害教育の実態と成果や課
題について検討することを目的として，平成�8年度
国立特別支援教育総合研究所課題別研究「難聴・言
語障害児を地域で一貫して支援するための体制に関
する実際的研究」（研究代表者小林倫代）において，

「全国難聴・言語障害学級及び通級指導教室実態調
査」として実施されたものである。難聴・言語障害
教育においては，早期からの支援・指導が有効との
観点から，発達障害も含め幼児への支援・指導を積
極的に実施してきた経緯がある。
　本稿では，幼児ことばの教室等における幼児への
支援・指導の実態について取り上げる。

２．調査対象と手続き
　対象は全国の難聴学級，言語障害学級，通級指導
教室（難聴），通級指導教室（言語障害）を設置す
る小学校，中学校及び難聴・言語障害幼児を指導す
る教室を設置している幼稚園等の教育機関（以下，
難言教室等と記す）。郵送による調査用紙の発送・
回収により実施。調査時期は2006年９〜�2月。

３．主な結果（幼児への支援・指導に関する部分）
（1）回収率は59.4％。
（2）幼児を指導している機関数，人数
　回答があった�,299校・園（機関）のうち，幼児
を指導している小学校，幼稚園の難言教室等の総数
は�00機関で，そのうち「幼児担当者あり」は�35機
関，「幼児担当者なし」が265機関。これらの機関で
指導されている乳幼児の総数は�,859人であった。
（3）指導対象児の実態
　上記�00機関で指導を受けている幼児�,859人の障
害別内訳を図１に示す。幼児期には診断を受けてい
ない子どもも多く「言語発達の遅れ」や「その他」
の中には発達障害の特性のある幼児が含まれている
と推察される。
　指導を受けている幼児については，発達障害に関
して「医師の診断や専門機関の判定がある」幼児の
数と「診断や判定はないが担当者が評価してあては
まる」幼児の数の回答を整理した結果が図２であ
る。図中の「診断あり」とは「医師の診断や専門機
関の判定がある」幼児，「診断なし」とは「診断や

判定はないが担当者が評価してあてはまる」幼児の
ことをさしている。「診断あり」と「診断なし」を
合わせると，発達障害があると推定される幼児は合
計899人であった。最も多いのは「自閉症」300人で
そのうち67％がすでに診断を受けていた。次に多い
のは「広汎性発達障害」の29�人で�2％が診断を受
けていた。
（4）地域の他機関との連携
　幼児を指導している学級・教室への紹介者につい
ては，「幼稚園」と「保護者から直接」が最も多く，
次いで「保育所」であった。多くの難言教室等が地
域の幼児教育・保育機関との連携や保護者への啓発
を行っており，また，乳幼児健診やその事後指導に

図１　障害別幼児数

図２　発達障害のある幼児（899人）
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職員を派遣している難言教室等もあり，地域の母子
保健や医療とも連携しながら，地域における支援シ
ステムの一員として機能している状況がうかがえる。
（5）「幼児ことばの教室」等の設置状況
　幼児ことばの教室等の設置形態と担当者について
表８に示す。幼児を支援・指導する�35機関は，設
置形態から「幼児の教室単独」30機関と「小学校の
教室と併設」�05機関に分類され，さらに設置場所
と幼児担当者の所属により細かく分類される。幼児
単独の機関には，「幼稚園内設置」と「教育研究所
内等設置」とがある。「幼稚園内設置」の場合，幼
児担当者はその幼稚園の教諭である。「教育研究所
内等設置」の場合，幼児担当者は市町村教育委員会
所属の言語聴覚士，指導主事，退職教諭や幼稚園教
諭である。
　「小学校の教室と併設」は担当者の所属により４
つに分類される。すなわち，①市町村教育委員会所
属の幼稚園教諭・保育士・言語聴覚士等，②市町村
立幼稚園所属の幼稚園教諭，③市町村の福祉部局所
属の保育士，幼児指導員等，④親の会所属の幼稚園
教諭，保育士である。これらの幼児担当者は，それ
ぞれの所属先ではなく小学校内で勤務している。
　幼稚園内に設置された機関は，「○○幼稚園こと
ばの教室」等の名称で，また小学校内に設置された
機関の中には「○○小学校ことばの教室幼児部」等
の名称で呼ばれているところがある。これらは「幼
児期における通級指導教室」の一つの形態であると
考えられる。小学校内に併設された機関では，幼児
期と学歴期の支援に一貫性を持たせることが可能で

あり，継続した支援が期待できる。
　以上のように，「幼児ことばの教室」には，制度
上の規準がなく，地域の実情に応じて，学校の裁量
や地方公共団体が独自の施策により設置・運営して
いるという現状である。保護者にとっては，ことば
の発達に関する相談は比較的受け入れやすいところ
もある。今後，発達障害のある子どもの幼児期の支
援・指導機関として機能を充実させていくためには
法的な整備も必要であると思われる。

Ⅴ．特別支援学校における乳幼児期の子ど
　　もの支援に関する調査

１．調査の概要
　本調査は，平成�8･�9年度プロジェクト研究「発
達障害のある子どもの早期からの総合的支援システ
ムに関する研究」（研究代表者渥美義賢）において，
特別支援学校のセンター的機能の充実に向けて，乳
幼児期の子ども対する支援の状況についての実態を
把握するとともに，特に乳幼児期の発達障害のある
子どもの支援についての現状と今後の課題を明らか
にすることを目的として行ったものである。

２．調査対象と手続き
　全国の特別支援学校�,002校を対象（内訳は，視
覚障害7�校，聴覚障害�06校，知的障害535校，肢体
不自由�98校，病弱92校－調査実施時）。複数の障害
種を対象としている学校については，もとになった
障害種として集計上処理。質問紙を郵送し回収。調

表８　「幼児ことばの教室」等の設置形態と担当者
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査時期は2006年�0〜��月。

３．調査内容
　調査項目は，①幼稚部在籍者数（うち発達障害の
ある子どもの在籍者数），②幼稚部在籍者以外の乳
幼児期の子どもの支援，③地域の機関等と連携した
活動，④就学に関しての地域の小学校との連携など
である。

４．主な結果
（1）回収率は82.1％（回答校823校）。
（2）幼稚部に在籍している発達障害のある子ども
　調査時において，回答校823校の幼稚部に在籍し
ている子どもの数は表９に示すとおりである。そ
のうち発達障害のある子どもの数は合計で2��人で
あった（表�0参照）。障害種別では聴覚障害が最も
多く，全体の60％にあたる�28人であった。
（3）幼稚部在籍者以外の乳幼児期の子どもの支援
　回答校823校のうち，①「現在行っている」562校

（69％），②「行う予定がある」�7校（2％），③「行っ
ていない」2�7校（26％），④「未記入」27校（3％）
であった（図３参照）。全体の約70％の学校で幼稚
部の在籍者以外の幼児にも支援を行っていることが

わかる。
　障害種別に見ると，視覚障害60校（95％），聴覚
障害86校（9�％）といずれも90％以上の学校で実施
していた。知的障害29�校（67％），肢体不自由95校

（62％），病弱30校（39％）であった（表��参照）。
（4）乳幼児期の発達障害のある子どもの支援
　幼稚部における支援及び幼稚部在籍者以外の発達
障害のある子どもの支援を行っている学校数は，０
〜３歳では��3校（�7％），年少では207校（25％），

表10　幼稚部に在籍している発達障害のある子どもの数

表９　幼稚部に在籍している子どもの数

図３　幼稚部在籍者以外の子どもに対する支援
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年中293校（36％），年長359校（��％）と年齢と共
に増えていた（表�2参照）。
　視覚障害，聴覚障害が０〜３歳から年長まで支援
を行っている学校数があまり変動しないのに比べ
て，知的障害，肢体不自由では年長になるに従い支
援している学校数が増えていた。特に知的障害で
は，回答校�35校のうち227校（52％）で年長児への
支援を行っていた。
（5）支援を受けている発達障害のある子どもの数
　支援を受けている子ども数は，図４に示すとおり
年長児が最も多く，次が年中児，０〜３歳児，年少
児と続くが，発達障害のある子どもの数について
は，年齢が上がるにつれて増えており，年長では０
〜３歳児の４倍近い数になっていた。支援を受けて
いる子ども全体の�3％が発達障害のある子どもとい
うことになる。
（6）具体的な支援内容
　①子ども・保護者への支援
　教育相談については多くの学校で行っていた。障
害の理解や子育ても含めて母親教室や保護者学習会
等，保護者への支援も多くの学校が取り組んでい
た。相談だけでなく，指導を行っている学校も多く
見られた。指導の内容では，乳幼児期であることか
ら遊びの指導や日常生活の指導等を中心に，個別や

グループで行うという回答が多かった。発達検査の
実施やアセスメントについての支援を行っている学
校も多かった。その他，医療機関等に関する情報提
供も重要な支援の一つに挙げられた。
　②幼稚園，保育所の指導者への支援
　ほとんどの学校で，幼稚園，保育所等への巡回相
談，研修会への支援を行っていた。巡回相談の内容
は，障害のある子どもがいる場合に，その障害特性
の理解や適切な関わり方，生活上の留意点，環境整
備等についてであった。また，研修会は幼稚園等の
要請によるものもあるが，市町村等が主催する公的
な研修会への講師派遣を多く行っていた。幼稚園，
保育所等においても障害のある子どもへの支援が大

表12　乳幼児期の発達障害のある子どもへの支援を行っている学校数

表11　幼稚部以外の乳幼児期の子どもの支援を行っている学校数

図４　支援を受けている乳幼児期の子どもの数
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きな課題となっていることがうかがえる。
（7）地域の機関等との連携
　教育委員会の就学指導委員会の委員，専門家チー
ムや巡回相談のメンバーになっている他，保健セン
ターで１歳６か月児，３歳児の定期健診，健診後の
親子教室や幼児教室等のスタッフとして入っている
学校も多かった。相談活動として，公的機関での療
育相談や育児相談，家庭訪問や親の会の活動支援を
行っている学校もあった。地域住民を対象とした講
演会，保育士や教員を対象として研修会，補助機器
類の展示や体験，公開講座，公開授業等を校内で実
施している学校もかなり見られた。さらに，保健，
医療，福祉機関等との情報交換だけでなく，合同事
例検討会を行っている学校もある。これらの活動
は，事例についての情報の共有化とともに教員の専
門性の向上にもつながっていると思われる。
（8）就学に関する地域の小学校との連携
　図５に示すように「就学指導委員会の委員として
活動している」5�8校（63％），「巡回相談員として
活動している」�6�校（56％），「教育相談の資料等
の情報を提供している」���校（50％）が多かった。

「校内委員会への参加」「個別の教育支援計画の作成
への参画」「個別の指導計画作成への参画」などは
少なかった。公的な委員等としてある程度役割がき
ちんと決められていると連携が図りやすく，校内委
員会への参加や個別の教育支援計画，個別の指導計
画等，具体的な子どもの支援に係わる事柄について
はまだ十分な連携がとれているとはいえない。

Ⅵ．まとめと考察

　「乳幼児健康診査における発達障害児の発見・支
援に関する調査」「幼稚園・保育所における個別的
な配慮等を要する幼児の発見・支援に関する調査」

「ことばの教室等における幼児の支援・指導に関す
る調査」「特別支援学校における乳幼児期の子ども
の支援に関する調査」の４つの結果から，現状と課
題について見えたことを整理した。最後に，発達障
害のある子どもの早期発見・早期支援に関するシス
テムの構築のための今後の在り方について，以下の
５つの観点から述べていく。

１�．１歳６か月児健診，３歳（３歳６か月）児健診
の現状と今後の在り方

　１歳６か月児健診と３歳（３歳６か月）児健診
は，集団健診の実施率が高く，受診率もともに90％
以上と高率である。また，心理（発達）相談の設定
やことばや精神発達に関する調査なども多くの地方
公共団体で実施されており，１歳６か月児健診と３
歳（３歳６か月）児健診は，発達障害のある幼児や
そのリスク児のスクリーニングの場として有効に活
用できる可能性が高いと考えられる。しかし，担当
する常勤の保健師や心理職の配置は必ずしも十分と
はいえず，健診事業は保健師が一人で担わざるを得
ない状況の地域も多い。健診事業をより充実させ，
発達障害やそのリスク児のスクリーニングの精度を
上げていくためにも，心理職等の専門職の配置は急
務といえる。
　乳幼児期であればあるほど発達障害に関する確定
診断は難しい。心理（発達）相談の対象となる子ど
もについては，予診で行うスクリーニングの内容と
心理（発達）相談が必要かどうかの判断基準が重要
になる。予診で行う健康診査票の調査項目は地域に
より，また年齢によりばらつきがある。健診の場を
スクリーニングの機会としてより有効にしていくた
めには，健康診査票などの内容も検討していく必要
がある。
　健診でスクリーニングされた子どもは，必要に応
じて，経過観察という形でフォローの対象となる。図５　就学に関する地域の小学校との連携
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発達障害やそのリスク児のフォローは，親と子ども
の双方に専門的な関わりが必要である。子どもの治
療教育的なニーズの有無を早期に判断し，必要に応
じて，適切な支援を行うことのできる地域療育セン
ターのような専門機関の設置が求められる。
　法定健診は，３歳（３歳６か月）児健診までであ
り，その後はいわゆる就学時健康診断まで義務づけ
られた健診の場はない。３歳児以降に幼稚園に入園
し，集団生活の中で発達障害の特性による困難さが
見えてくることも多いことから，３歳〜５歳児前後
の時期に何らかの発達障害に関する気づきや発見，
支援のシステムが必要であると考えられる。地域に
よっては，３歳児以降も毎年健診を実施していると
ころ，５歳児健診を実施しているところ等もある
が，就学後の支援の継続も目的として，就学時健康
診断を保健・医療・福祉・教育が連携した形で活用
することも今後の検討が必要であろう。

２．幼稚園，保育所における気づきと支援
　調査の結果では80％前後の幼稚園や保育所に発達
障害等の配慮児が在籍していた。幼稚園では，３歳
児未満児クラス，保育所では１歳児クラスから，す
べての年齢クラスにわたって在籍しており，幼稚
園，保育所においても発達障害等への対応は喫緊の
課題である。
　保育所で見られる配慮児の状態像は，「指示に従
わない」「集団行動ができない」「人とかかわること
が苦手」「動きが多く落ち着かない」「こだわりが
強い」等，発達障害の子どもによく見られる特性と
思われる状態像を示す子度が多く，これらの状態像
は，集団生活の中で顕著になり観察されやすい状態
像である。１歳６か月児健診や３歳（３歳６か月）
児健診の調査項目とすることでスクリーニング項目
として有効性が高いことが示唆される。
　配慮児は，保育中に障害があることに気づかれる
場合が多かった。特に１歳児，２歳児，３歳児と年
齢が上がるにつれて気づかれる子どもの数は多くな
り，４歳児，５歳児では減少していた。このこと
は，３歳児をピークとして４歳児までに多くの子ど
もが気づかれる可能性が高いことを示している。配
慮児に気づいた人は，保育所の関係者が多く，次い

で保護者であった。配慮児が示す状態像が，幼稚
園，保育所の集団生活の中で観察されやすいことか
ら，幼稚園，保育所の関係者がきめ細かに子どもを
観察することで，障害に気づくことができる可能性
が高いことを示している。
　文部科学省では幼稚園においても特別支援教育体
制を推進しているが，確定診断が難しい時期である
ため，保護者の理解が得られにくいこと，個々の
ニーズをどのように把握し，具体的な支援につなげ
ていくのか等，体制づくりの課題は大きい。幼稚園
や保育所における日常的な気づきを支援につなげる
ことのできる外部の専門機関による相談体制・支援
体制を整えることも要検討である。

３�．幼児期の支援・指導機関としての「ことばの教
室」の役割

　特別な支援を必要とする乳幼児に関しては，母子
保健や福祉部局が主として対応している地域が多
い。しかし，これらの支援が十分ではなく，地域に
よっては母子保健や医療機関とも積極的に連携し，
地域の一貫した支援システムの一員として「ことば
の教室」が幼児を支援・指導する役割を果たしてい
る。今回の調査では，�,859人の幼児が支援・指導
を受け，そのうち少なくとも899人が発達障害のあ
る幼児であると推察された。回収率は約60％である
ことからも，「ことばの教室」等の教育機関では，
かなりの数の発達障害のある幼児の支援・指導をし
ているものと考えられる。
　難聴・言語障害教育においては，幼児の支援・指
導に関する法的な根拠がないため，各学校，各市町
村教育委員会が独自に方策を講じ対応しているのが
現状である。今回の調査でも，幼児担当者を置いて
いない多くの小学校が，「教育サービス」として幼
児の支援・指導を実施していた。また，幼児担当者
が配置されていても，幼稚園，教育委員会等の教育
機関のみならず，福祉部局や親の会に所属する職員
も見られ，市町村教育委員会が地域の現状を踏まえ
つつ独自の人的配置などを工夫していることがわ
かった。
　「ことばの教室」は，発達障害を含め幅広い幼児
を対象とした支援・指導の機関として機能している。
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保護者にとっても「ことばの発達に関する相談」は，
「障害に関する相談」よりも受けやすいところもあ
り，地域によっては支援システムの中で相談機能の
重要な位置づけを担っている。
　対象とする障害種や年齢等，地域によって求めら
れる役割は大きく異なるが，幼児を支援・指導する
教育機関として，法的な整備も含めてその位置づけ
明確化を今後，検討する必要がある。

４．特別支援学校のセンター的機能としての支援
　特別支援学校では，約70％の学校で幼稚部在籍者
以外の乳幼児期の子どもの支援を行っていた。年少
児から年長児に上がるにつれて支援している子ども
の数は増えており，年長児では支援を行っている
子どもの約50％が発達障害のある子どもであった。

「ことばの教室」とともに，地域の乳幼児の支援機
関として，今後，発達障害のある子どもの支援はさ
らに数が増えていくことが予想される。
　早期からの支援の成果としては，子どもの発達に
関する支援，障害受容や子育ての不安に対する保護
者への支援，保健・医療・福祉の関係機関とのネッ
トワークスづくり，幼稚園や保育所における支援と
小学校への就学への支援等があげられる。早期介入
することで，ことばの発達の基礎の習得や問題行動
の軽減，二次障害の防止への効果なども考えられ
る。また，保護者同士のつながり，家庭と幼稚園
ｈ，保育所との共通理解等，子どもを取り巻く環境
への働きかけも期待される。
　一方，課題としては，障害の多様化，重度重複化
に伴う担当者の専門性の向上，継続性，系統性のあ
る支援が可能となる人材と時間の確保，学校全体と
して地域への支援体制を構築，発達障害の場合は早
期であればあるほど障害の見極めが難しいこと等が
あげられる。
　特別支援学校のセンター的機能には，地域の幼稚
園や保育所，小・中学校そして高等学校に至るまで，
その専門性を活かした支援が望まれる。機能をうま
く果たしていくためには，乳幼児期であればその生
活の場である幼稚園や保育所等における子どもの様
子を十分に把握しておくことが重要である。特に発
達障害のある子どもの場合は，教育相談のような個

別的な場面と生活している集団の場面では，まった
く様子が異なることも多い。幼稚園や保育所におい
て，支援する子どもの様子を実際に観察することが
重要である。また，特別支援学校は地域の資源の一
つとして，関係機関とのネットワークにより，それ
ぞれの専門性から機能を役割分担することも大切で
ある。

５�．保護者への支援と相談支援ファイル等のツール
の活用

　発達障害のある子どもの早期発見・早期支援にお
いて，子どもへの支援とともに重要なのが保護者へ
の支援である。子どもが発達段階に応じた適切な支
援を受けることができ，保護者の思いや願いに寄り
添い，安心して子育てができるようなシステムづく
りが重要である。乳幼児健康診査でスクリーニング
され，心理（発達）相談を紹介される場合の保護者
の不安感は強い。障害受容は容易なことではなく，
じっくり時間をかけて支援の必要性について，イン
フォームドコンセント（説明と同意）とアカウンタ
ビリィティ（説明責任）が十分に配慮されなければ
ならない。障害が想定されるから相談につながるの
ではなく，出産前から発達障害に関する必要な情報
が提供され，保護者が必要なときにいつでも子育て
に関する相談が受けられるシステムが必要である。
そして，発見から支援に関する情報に関しては，個
人情報に十分に配慮された上で，相談支援ファイル
のようなツールを活用することで，保健，福祉，医
療，教育等の関係機関に共有化され，継続的，総合
的に支援がなされるよう保障されなければならな
い。全国的には子育て支援センター，家庭教育支援
センター，子ども発達相談センターなど子育ての不
安の軽減や親子関係の安定を図る働きかけ等，様々
な役割を担っている機関があるが，専門的なスタッ
フの配置等も含めて機能の拡充が求められる。
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��In�our�country,�the�consultation�rate�of�the�health�
checkup�of�the�child�for�six�months�years�old�and�
three-years�old�(three�years�old�six�months)�child�
is�high.� It� functions�effectively�by�reviewing�the�
content�of�the�health�examination�and�the�survey�
slip,�etc.�as�a�place�for�screening�of�the�child�with�
developmental� disability.�However,� to� improve�
the� accuracy� of� earlier�detection� and�maintain�
specialized�agencies� is� important� to�enhance� the�
support�at�the�early�stage.�In�addition,�to�provide�
continuous�support�after�children�enter�school,� it�
is�necessary� to� consider�an�appropriate� system�
of� awareness,� earlier�detection,� and�support� for�
children�with�developmental�disability�when�they�
are�3 - 5�years�old.� In� the�kindergartens�and� the�
day-care� centers,� a� counseling/support� system�
that� would� link� such� awareness� to� support�
services� is�necessary,�because�we�are�aware�of�

many�children�requiring�special�support.�However,�
at�present,�maternal�and�child�health�bureau�or�
welfare�bureau�cannot�provide�sufficient�services.�
Resource�rooms�and�special�schools,�which�serve�
as�an�education� institution,�provide� satisfactory�
support� services� for�many� small� children�who�
have�possibility� of� developmental� disability.� It�
is� important� for� them�to�collaborate�with�health�
or�welfare� facilities.� In� addition� to� providing�
support� for� children,� support� for� their� parents�
is� also� important.�Policymakers� should�develop�
appropriate�prenatal� information�and�counseling�
services� for�pregnant�women�as�well�as� tools� for�
sharing�information�as�soon�as�possible.

Key�Words:� Early� detection/support,� infant�
health� examination,� kindergarten� and�day-care�
center,�resource�room,�and�special�school




